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〔平成29年度以前入学者用〕新旧科目対応表

【別表】授業科目、単位数および新旧科目対応表（平成29年度以前入学者用）

区
分

経済・経営システム研究科
授業科目（平成30年度以降）

修士（経済学）の
学位取得要件

修士（経営学）の
学位取得要件

経済・経営システム研究科
授業科目（平成29年度以前）

新授業科目（対応記号が
同一の旧授業科目と対応）

対応
記号 学期

単位数 配当
年次 備考

単位数 配当
年次 備考 旧授業科目（対応記号が

同一の新授業科目と対応）
対応
記号

単位
数必修 選択 必修 選択

経　

済　

学　

系

経済学方法論特論 Ⓐ 前 ２ １・２

＊１

２ １・２
経済学方法論特論 Ⓐ ４

現代経済学方法論特論 Ⓐ 後 ２ １・２ ２ １・２
ミクロ経済学特論 Ⓑ 前 ２ １・２ ２ １・２

ミクロ経済学特論 Ⓑ ４
規範的ミクロ経済学特論 後 ２ １・２ ２ １・２
法と経済学特論 Ⓑ 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
マクロ経済学特論 Ⓒ 前 ２ １・２ ２ １・２

マクロ経済学特論 Ⓒ ４
現代マクロ経済学特論 Ⓒ 後 ２ １・２ ２ １・２
経済学説史特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 経済学説史特論 ４
経済史特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 経済史特論 ２
ミクロ経済政策特論 Ⓓ 前 ２ １・２ ２ １・２

経済政策特論 Ⓓ ４
マクロ経済政策特論 Ⓓ 後 ２ １・２ ２ １・２
財政学特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 財政学特論 ２
公共経済学特論 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
ミクロ金融論特論 Ⓔ 前 ２ １・２ ２ １・２

金融論特論 Ⓔ ４
マクロ金融論特論 Ⓔ 後 ２ １・２ ２ １・２
国際金融システム特論 Ⓕ 前 ２ １・２ ２ １・２

国際金融論特論 Ⓕ ４
国際金融取引特論 Ⓕ 後 ２ １・２ ２ １・２
計量経済学特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 計量経済学特論 ２
統計学特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 統計学特論 ２
（廃止） 数値解析特論 ２
環境と経済特論 前 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
地域経済特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 地域経済研究特論 ２
地域産業特論 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）

経　

営　

学　

・　

会　

計　

学　

系

経営学特論 後 ２ １・２ ２ １・２

＊２

経営学特論 ２
経営数理特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 経営数理特論 ２
経営史特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 経営史特論 ４
経営学古典講読特論 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
経営組織特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 経営組織特論 ４
経営行動特論 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
人的資源管理特論 Ⓖ 前 ２ １・２ ２ １・２

人的資源管理特論 Ⓖ ４
人材開発特論 Ⓖ 後 ２ １・２ ２ １・２
イノベーション・マネジメント特論 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
マーケティング特論 前 ２ １・２ ２ １・２ マーケティング特論 ２
企業財務特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 企業財務特論 ２
経営戦略特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 経営戦略特論 ２
経営倫理特論 Ⓗ 前 ２ １・２ ２ １・２

経営倫理特論 Ⓗ ４
企業と社会特論 Ⓗ 後 ２ １・２ ２ １・２
地域経営特論 後 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
会計基準と分析特論 Ⓘ 前 ２ １・２ ２ １・２

会計学原理特論 Ⓘ ４
現代会計の課題特論 Ⓘ 後 ２ １・２ ２ １・２
簿記原理特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 簿記原理特論 ２
財務会計特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 財務会計特論 ２
原価計算特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 原価計算特論 ２
管理会計特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 管理会計特論 ２
会計監査特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 会計監査特論 ２
財務諸表分析特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 財務諸表分析特論 ２
税務会計特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 税務会計特論 ２
実証会計特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 実証会計特論 ２

情
報
学
系

情報科学特論 Ⓙ 前 ２ １・２ ２ １・２ （新設）
情報システム特論 後 ２ １・２ ２ １・２ 情報システム特論 ２
人間情報学特論 Ⓙ 後 ２ １・２ ２ １・２ 人間情報学特論［知識情報処理］ Ⓙ ４
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区
分

経済・経営システム研究科
授業科目（平成30年度以降）

修士（経済学）の
学位取得要件

修士（経営学）の
学位取得要件

経済・経営システム研究科
授業科目（平成29年度以前）

新授業科目（対応記号が
同一の旧授業科目と対応）

対応
記号 学期

単位数 配当
年次 備考

単位数 配当
年次 備考 旧授業科目（対応記号が

同一の新授業科目と対応）
対応
記号

単位
数必修 選択 必修 選択

法
学
系

民法特論（総論） Ⓚ 前 ２ １・２ ２ １・２
民法特論 Ⓚ ４

民法特論（財産法） Ⓚ 後 ２ １・２ ２ １・２
会社法特論 前 ２ １・２ ２ １・２ 会社法特論 ２
租税基本原理特論 Ⓛ 前 ２ １・２ ２ １・２

租税法特論 Ⓛ ４
租税実体法特論 Ⓛ 後 ２ １・２ ２ １・２

演　

習

外国語文献講読Ⅰ Ⓜ 前 ２ １・２ ２ １・２
外国語文献講読 Ⓜ ４

外国語文献講読Ⅱ Ⓜ 後 ２ １・２ ２ １・２
研究方法基礎演習　（＊３） １ １ １ １ （新設）
演習Ⅰ－① Ⓝ 前 ２ １ ２ １

演習Ⅰ Ⓝ ４
演習Ⅰ－② Ⓝ 後 ２ １ ２ １
演習Ⅱ－① Ⓞ 前 ２ ２ ２ ２

演習Ⅱ Ⓞ ４
演習Ⅱ－② Ⓞ 後 ２ ２ ２ ２

総
単
位
総修得単位数 36単位以上 36単位以上

研
究
修士論文 研究指導を受けたうえ、修士論文を提出し審査に合格すること。
特定課題研究　　　（＊４） 研究指導を受けたうえ、研究の成果を提出し審査に合格すること。

注１ ）必修科目８単位、選択必修科目12単位以上に加え、選択科目として16単位以上、合計36単位以上を履修し修得すること。
注２ ）平成29年度以前に修得した旧授業科目の単位はそのまま学位取得要件単位とする。
注３ ）平成30年度以降は、「単位修得済みの旧授業科目に対応する新授業科目以外」の新授業科目を履修し、修得した単位をもって学
位取得要件単位とする。

＊１ 修士（経済学）の学位取得を目指す者は、経済学系から12単位以上選択履修すること。（選択必修）
＊２ 修士（経営学）の学位取得を目指す者は、経営学・会計学系から12単位以上選択履修すること。（選択必修）
＊３ 平成29年度以前入学者は履修不可。
＊４ 研究科委員会が、当該課程の目的に応じ適当と認めた場合に限る。


